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「教育の経済学」の対象・方法・性格

高橋正立

はじめに “教育の危機"と「教育の経済学」

不幸にして，すくなくとも日本においては，大多数の大学人にとって「紛争J

の記憶としてのみあとを留めている大学問題は，じっさいは，その底にひそむ

問題の広がり・深さとともに，アメリカ・フラ γλ ・酉ドイツなど先進資本主

義国に共通した現象である。しかも，問題は大学だけでなく，幼稚園段階から

大学院，さらには社会教育にまぜいたっており，乙のよともまた，程度白差乙

そあれ，どの資本主義国にもあてはまる。そこで， 1967年10月には，ウィリア

ムズパーグ(アメリカ〉で「教育の世界的危機」に関する国際会議が聞かれ，

世界50カ固からの教育関係者たちが集ま勺たのであった九

ところで，大学をふくむ教育全体が，いわば教育そのものの立場から “問

題あるもの"として憂慮の五品去Cで眺められるようにな勺て〈るそれより少
し前から，いまひとつの目が，しかし冷やかな目が，じっと教育に注がれはじ

めていた。ほかならぬ“経済の目"がそれである。断片的なもの，一局面だけ

をとらえたものであれば，教育と経済との関係についての認識は古くから存在

する。だが，いまや，すくな〈とも教育の仰lから見るならば，社会的存在とし

ての教育は全面的に経済の視線のもとにさらされるにいたった。 195口年代の半

ば頃から I教育の経済学 (Economicsof education， Bildungs- 吋 Erziehungs

okonomie)Jが，新しい学問とし7亡みずからの存在を自覚的に主張し始めの， In 

1) Philip H. Coombs， The World EぬcationalCrisis; A Systems Analysis， 1968， p. vi 
な調，本書はこり会議をきっかけに書かれたもの Cある。
2) Hasso von R配 um， A噌e白eder Bildungsokonoma， 1969， S. 5 なお，寺尾琢磨『教育
の経済学教育費0分析と効果 』同文館.1956年は， ，教育り陸済学」を冠した単行本とし1
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ternational Economic Associationは1963年にフランスのア:/'./'ー湖のほとり

で聞いた会議の主題に「教育の経済学Jを冠することによって，これに認知を

与えたヘ

ひと昔まえなら，それを口にするだけでも眉をひそめられそうな教育と経済

との結びつき それがいまや学問的認識の対象とさえなるにいたった理由は，

前述の「教育の世界的危機」が，戦後における教育需要の爆発的な増大に既存

の制度が追いつけないという量的側面にまず端を発するものと見られている"

ことからもうかがうことができる。こうして，“教育の危機"の認識と「教育

の経済学」の成立とはd じつは内面的に密接に結びついたものと見なければな

らない。

この点、はすでに一般に承認され亡いると考えていいが，ただ， もうひとつ，

「教育の経済学」が成立して，教育と経済とのつながりが経済の側から自覚さ

れることによって，新たな危機 いっそう本質的な危機一ーが教育り側に生

じて来ていることについては，経済の側での反省、は少ないのではなかろうかu

この点で 1教育の経済学」の性格なり，機能なりが》明らかにされる必要が

ある。あらかじめ，ひとつの事実世指摘しておこう。現在この新しい学問分野

は急速に成長しつつあるがへ その過程で特長的なことは 1教育の経済学J

のそもそもの発端は，教育の経済的側面への関心であったのにベ 現在の「教

育の経済学」の急速な成長の主軸をなすものは，経済発展の要因としての教育，

は，世界で最初のものではなかろうか。ただし，The World Year B.ιok of Education町
1956年版の主題は 'Economicsand Edl岨tωn・であった。
め この会議の記録は，つぎの書物となった。E.A. G. Robinson / ]. E. V.創出y，ed.， The Ec。
nomics 0/ E日'ucation;Proceedings 0./ a COlザeren白 heldby the lnternational此 on日匁"
Association， 1966 
4) 1学生以外のものは，すべて不足している。JCoornbs. o.ρ cit.， p. 3 
5) 1教育の経済学」にかんして Stanford研究所が1963年に出した文献目録には，すでにユ，150O
文献名があがっており，また1964年に事実上の初版を出した M.Blaugの文献目韓 TheEco 
削 mics0./ Educ出向nは， 66， 68， 70年の3度にわたって増補され，その収録文献数ふ 420カ〉
ら，ほぽ 800，1，200， 1，350 (69年7月まで)と増えたが， ζのうち50年代前半以前のものは，
岨程度だという。 Vg1. H. v. Recum，噌 cit.，S. 5;および，嘉治元郎編著『教育と経済』教
育学叢書， 5，第一法規， 197C年， 125へ ジ。
6) たとえば，寺尾，前掲書の副題を見よ。またイギリスの代表的教育経済学者 JohnVaizeyの
最初の著書も，The Costs 01 Education. 1958，であった。
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いわば注会ゐ中古ゐ重量古への関心である，ということである。

このことについては，のちに詳し〈見る機会があるが， さしあたって，この

事実から I教育の経済学」と一括して呼ばれているものの中身が二元的であ

り，研究者の関心方向もまたそうだ，ということを指摘できる。このことに対

応して，・「教育の経済学Jを経済学の 1分科と考える立場，反対に，これを教

育学のなかの特殊部門と見なそうとする立場， この 2つが成り立ちうる九 こ

れを見ると I教育の経済学」というのは，はたしてひとつのまとまりをもっ

た学問の分野なのだろうか，これの対象は何か，またいかなる方法を武器にし

てこの対象に立ち向かおうとするのか，という疑問が生じてくるのは当然 Eあ

ろう。ょうして I教育の経済学」の学問的性格が，検討すべき問題として出

てくる。

いっぱんに 2個の領域名を重ね合わせて 1個の学問名とするばあL、， ζ0

2個の領域名の結合の由来はじつにさまざまである。ある実践領域〔たとえば1

法・経営〉へある学問(たとえば，医学・心理学〉の認識成果を利用するばあい

〔法医学・経営心理学入 ある学問〔経済学〕の武:11:>1:じて他の学問(数学〕の成果

を矛IJ用するばあい〔経済数学)， 2個の学問(生物学・物理学〕の対象領域が研究

方法の進歩の結果，重なり合うにいたったばあい〔生物物理学〕など。したがっ

て IOCームム学」 というものの学問的性格については， その名称だけからは

何事も判断することができず，そこにおいて実際に展開されている認識の内容

を具体的に検討することが必要なのである。 I教育の経済学」についても同様

で，以下に，これの対象ならびにその特性を検討することにしよう。

1 I教育の経済学」で扱われる諸問題

じっさいに「教育の経済学」の名のもとに論じられている内容を，おおざっ

7) 教育の経済羊」の研究者でこうした方法子Jな仰]商に関心を寄せる人は少な U、。前記 Inter
national Economic A節目iationの主流は第l申立場と見なすことができょうが，第2の立場を
とるものに前記。I-Ia:s:;;ovon Recumがある.
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ぽに分けると，つぎのようになろうへ

(1) 教育の費用とそれの支弁

(2) 教育の職業・所得等への影響

(3) 教育サ ピスへの需要と供給

(4) 教育の経済発展への影響

(5) 人的資本・教育投資

(6) 教育計画

これbを各項ごとにもう少し詳しく説明すれば，

(1) の中には a) じっさいに支出されている費用(1人当り 1回目総計，教

育段階ごと，など)， b)個人所得および国民所得のうちでDそれり占める比率B

c)費用の公私による負担割合， d)他の社会的費用との関係 e)教育財政

制度，f)国際比較，など，

(2) の中には a)教育正就職機会， b)教育と個人所得 c)教育の分聞1に

およぼす効果，など，

(3) の中には， a)教育サーヒポスへの需要を決定する社会的要因， b)おなじ

く個人的要因 c)需要の測定， d)経費の内訳(人件費・施設費・教材費等)，

e)学校教育の効率，教育の質と量，など，

(4) の中には， a)経済発展への教育寄与の理論的解明， b)おなじく経済史

的なアプロ チ(寄与率。測定など)， c)経済発展に有効な教育の質と量， な

ど，

(5) の中には a)“人的資本"の概念， b) 教育投資の効率〔社会的・個人

8) r教育の経済学」または「教育と経済」と、、ぅ-M史的な題名をもっ，以下の単行本および雑誌
の特集を参照したロ寺尾琢磨，前掲書;S. E. HarrIs， ed.，“Higher Education in. the United 
State5--;-The Economic Problem.s". The R出棺目v0/ Economics and Statistics， Supple 
田町t，1960; J. Vaizey， The &onomics of Educa#on， 1962; T. W. Schultz， The &0 
Jlomic Value 0/ Education， 1963，清水義弘訳『教育由経済面値，1]1964年;E. A. G.' Robin 
田 nI J. E. Vaizey，母 cit.;V. A. Zhamrn Ced. & tr. by H. J. Noah)， The Economics 
of Education in品eU. S. S. R.， 1D69 (原題 Aktual'nyc'Voprosy EkonoJn込iNarodnogo
Obrazovaniia， 1966) ; H. v. Recum，噌 czt.;隅在三喜男『教育由経済学』生活と経済同学，10，
読売新聞社， 197()年，嘉治元郎編著，前掲書。
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的)，など，

(6) の中には， a)先進国での教育計画， b)後進国での教育計画 c)後進

国への教育援助，なと，

がふくまれるo もちろん，以上は便宜的な説明にすぎないから，それぞれの小

項目は，たんに記述的な研究にも，分析的な研究にもな bうるいちょっとだ

け視角を変えれば，すぐに他の大項目のもとに移っていくこともできる。

つぎに，これらの諸問題の出てくる歴史的過程を，したがって「教育の経済

学」の成立の過程を見てみると，当然のことながら，はじめからこう Lた諸問

題がおたがいの関連を意識きれながらい勺ぜいに問て来た訳ではない。との問

題群を眺めてすぐ気のつく ζとは，さきにもちょっと触れたところだが，ここ

にはたがいに異なった2つの関心方向が見られるということである。その 1は，

教育という存在を一応眼前にすえたうえで，それに影響をもつかぎりでの経済

的側面を考えようというもので，他の 1は，科学技術と並ぶ生産要因と Lて教

育の役割を見ょうとするものである。そして，それぞれの観点そのものは決し

て新しいものではない。

「教育の経済学」の内容として上にあげた大項目の(1)~(3)は，もともと第 1

の観点から提起された問題群と見なすことができるが， ζれらも，はじめの段

階は，教育財政制度ないし教育予算の額，進学率，学校経営，学歴と職業・所

得，などについて，たんに状況を記述するにすぎなかった。それが第z次大戦

後，教育の量・質。飛躍的噌大とともに公・私の教育費支出が急増し，これを

きっかけに， 1950年代に入ってから，この面の多少とも経済学的な分析が始ま

るにいたったりである九 「教育の経済学」のこり発展を経済学そのものの発

展になぞらえていえば，前者は 50年代になってやっと r国状学」ないし

「官房学」の段階から近代的な経済学の段階に入司た，と言える。

第 2の観点は，おなじく大項目の(4)，(5)の問題群をふくむが，これとても，

めたとえば.Cf. J. Wiseman，‘ The Econo回目ofEducation "， Scottish J(四打開1of Politi 
cal Eco即 my.Vo1. 6， 1959-2， p. 48 
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すでに古典学派・マノレクス・ 7 一、ンャノレ1めなどにも見ることはできる。ただ，

かれらの考えの中にそういった観点が存在しているということと，その観点が

それぞれの体系の中でどれだけ重要な役割を与えられていたかということとは，

別のことであれむしろ，これらが経済学の問題として強〈意識されるように

なるためには，第2次大戦後において成長河題が経済学界の関心の中心となっ

たこと?ならびに，科学技術革命士通じての生産過程の変羊にともなう 定白

質をそなえた各級労働力への需要の急増という 2つの契機をまたねばならなか

っ7こ。

こうして，第 1の観点からする「教育の経済学Jの発展，第2の観点にそっ

てのそれの重視は，じつは同ーの歴史的事実をそれぞれの主要な背景として共

通にもっていることが分る。第2次大戦後における教育需要の増大は，その原

因自身がまさしく経済学的にも分析されなければならないとしても， とにかく，

かの科学技術革命と無関係でないことだけは確かである。

ところで，第 2の観点がひとたび成立すると，そのことによって「教育の経

済学」にさらに 1つの新しい様相がつけ加わることになる。すなわち，第2の

観点を軸にしての両観点の結合，ないしは第2の観点からする第1の観点の包

摂という形での両者の結合の進行がこれである。ここに，第6項目の「教育計

画」の問題が出て〈る基礎が与えられる。第1の観点は，素朴な段階では，教

育にはどれだけの費用がかかり，それは十分か不足か，またどこから支出され

Cいるか，などという形 E問題をつかまえようとしたにすぎなかったりに，今

中教育投資の観点がここに入って来て，教育にかかっている費用の経済的効率

はどれだけか，投資の余地はまだあるのかないのか，国家を通じての投資が効

率的か私的なそれがいいか，などといった形に問題が変形きれてくる。つまり，

経済を目的，教育をその手段と見なす第 2 の観点が(1)~(.3)の問題群についても

10) これらを取り扱っている文献に， W. L. Miller， ，‘The Economics of EducatIon in Engli晶
Classical Ec閣 omics"，S.山therヲ，E泊先omicJaurnal. Vo1. 32， No. 3， 1966-1; R. Blandy， 
“Marshall on Human Capital-A Note "， Journal of Political Eco加 my，VoL 75， No. 6， 
1967-12，がある。
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適用され，こうして，教育は経済的存伝としてのみ取り扱われることになる。

なお r教育の経済学」は資本主義国の専売特許ではなしこの方面での先

駆的な業績は， むしろソ連において見らlれるといわれ山 r教育の経済学」に

かんする会議も，国際経済学会のそれに先立って，すでに1964年12月，モヌ、ク

ワの国立教育研究所(MGPI，レーニン研究所)で行なわれている曲。社会主義困

でとりあげられている諸問題は，私経済の分野がせまいために，資本主義国に

くらべてかなり単純化されて，労働生産性の発展と教育・訓練との関係を中心

にしている。そして当然のことながら，教育計画で問題をしめく〈る構造にな

っている。ただ両体制閣でのアプローチの仕方のもう一つのちがいは，資本主

義国のばあいには， 最終的には抽象的な価値〔価格)タームで評価することに

なるのにたいして，社会主義国のほあいには，具体的な使用価値(特定。賀の労

働力と特定の産業における労働生産性の発展など〕視点が強いというところにある

ように見九る団。 こうした違いのもつ意味を考えるには，少しつつこんだ検討

が必要であるので，本稿では，社会主義国での「教育の経済学」については，

正面からとりあげることはLない。

II r教育の経済学」の対象とその構造

前節では「教育の経済学』でとりあげられている諸問題を概観したが，つぎ

には，それらの内的なつながりをいま一段つっこんで検討してみよう o

教育と経済とは，人間生活における 2つの異なれる価値領域である。われわ

れが教育において実現ぜん左する価値と，経済において獲得せんとする価値と

は，たがいに異質である。 r教育の経済学」においては，一方において，終済

11) E. A. G. Robinson / ]. E. Vai国 yed.， 0ρι-it.， p'. xvなお，同書には， 1924年に書かれた
ストル ミリンのつぎの論文を阻録している， S. G. Strumilin， .. The Economic Significance 
of National Education" 
12) V. A. Zhamin， ot. cit.， pp. v and xiii 
13) 以上。ことは， Zhamin， op. citの内容から 応うかがわれるが，さらに岡香の付録となって
いる「教育の経済学の将来の研究課題Jの一覧表を見れば，いっそうはっきりする.このリスト
はモスクワの国立教育研究所(レ ーν研究所〉によって作成され，教育担当相。勧告の形で，
関係の大浮学部研究機関に送られたもので，全部で61個の研究課題をふ〈んでいる。
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は教育の価値を成就するための手段と見なされる。教育が目的であり，経済は

それへの手段となる。経済的手段が豊かに与えられれば，教育は十分に発展す

る可能性の一部を与えられるが，それが不足すれば，教育活動は制約を受ける

ことになる。

他方において，教育もまた経済価値を獲得するための手段と見なされる。こ

んどは経済が目的であり，教育はそれへの手段となる o 教育活動がどのように

行なわれるかによって，経済は急速に発展する一条件を保証されたり，逆に制

約を受けたりする。両者

はともに，相互に手段た

り目的たる関係にある。

それゆえ相互に発展を促

進したり制約したりする

ことができる。この関係

は，簡単に第1図で示さ

;hしる。 第 1

ζの相互依存の関係は，それが近年とくに急速に深まって来たという意味で

は歴史的な側面をもつが，しかし，つぎに述べる理由から，それはむしろ本質

的なものだと考えられなければならない。

まず教育の側から説明するならば，教育にかきらず，およそ人聞が一定の目

的を達成しようと持続的な活動を行なうばあいには，その活動にさいして用い

られる物質的手段とともに，その持続的な活動そのものを支える物質的手段，

生活手段を必要とする。そして，この物質的な手段の獲得は経済活動を通じて

行なわれる。教育も，そうした活動のーっとして，経済の基礎の上に成立して

いることは否定できない。

つぎに経済の側から教育を見ると，人間の経済活動の基底には，つねに生産

活動がある。生産の主軸は労働である。この労働は，いかに原始的な労働であ

っても，たんに物理的なエネノレギーの放出にとどまるものではない。労働が人
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間の意識的な行為として議まれるかぎり，それは神経系の働らきをも同時に伴

なわねばならない。 (1) 所与の生産目的を達成するためには，いかなる物質を

どのような形態・性状にもたらしたらいいりかを知る乙と. (2) そり物質をそ

のような形態・性状にもたらすには，その物質にどのように働らきかけたらい

し、かを知ること， (3) みずからC筋骨系を用いてそのような働らきかけをじっ

さいに行なうこと，一一一労働における神経系叩機能を分析的に観察するならば，

大き〈以上の 3段階に分けると土ができょう。とのうち，第 1，第2の過程はE

もに先験的なものではありえず，みずからの経験か.さもなくば知識の伝授に

よるほかはない。このうちで，生産全般から見れば後者のウヱイトが圧倒的で

あり，しかもいよいよそうならざるをえない。この知識の伝授が，ともかくも

教育と呼ばれるものでなければならない。さらに，経験によるにせよ，個々の

経験をひとつのまとまりをもった知識なり技術なりに変換することもまた，教

育を通じて獲得した能力によらなければ，困難であろう。第3の過程は，労働

用具の使用をふくんでおり，労働用具の複雑度には1本の棒切れから全自動工

作機械にいたるまではなはだしい距たりに応じて程度が異なるとは言いながらp

その使用についてはひとしく習熟が要求される。この習熟には，じっさいの生

産過程の中でか，あるいは外でか，とにかく一定の訓練を経てはじめて到達で

きるのであるが，しかも，労働用具が複雑になればなるほど，習熟目前提とし

て要求される基礎的な知識なり能力なりの質が高いものとなってくる。これを

与えるものは 般教育機関による組織的な教育である。

ところで，労働における神経系の働らきを考えるきいにいまひとつ見落とし

てならないことは，労働過程はほとんどつねに多数の人間四協働のなかで行な

われるとし寸事実である。このことは第1に，生産にたずさわる人間同士のあ

いだでのコミュニケーショ y の必要を生1:'dせる。との必要は，近代における

協働の形態である分業・協業のなかではいっそう切実なものである。このコミ

ュユケ ショ Yが成立するためには，社会的分業・協業であれ，工場内分業・

協業であれ，そのそれぞれの内部で共通の言葉はもちろんのこと，それらの言
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葉によってL、かなる事物が表現きれるかについての共通の理解，さらにはそれ

ら諸事物聞の総体的な関係についての共通なある程度の知識が必要になってく

る。

第 2に，発展した分業体制を見るむその分業関係の中での機能の分化はい

ちじるしいものがある。工場にあヮては，管理・調整の機能が直接に物質を加

工する過程から事務・管理部門として独立している一方，社会にあっても，流

通・調整機能を専門に担当する諸グノレ プが独自に形成されている。ライト・

ミノレズのたくみな表現を用いるならば，このように直接に物質を加工する過程

から新たに分出されて来た労働は，それまでの労働が物質をとり扱うのにたい

して，人間や，文字・数字・図形・概念などのシンボノレを対象にする労働であ

るべというふうに特色づけることができる。 とくにシンボノレは，体験によっ

て直接に得られることのできない知的操作の対象である。

分業体制の発展に伴って現われて来た独自の機能をもっ新しい労働も，しか

し，機能そのものとしては全く新しいものとする訳にはいかない。いかに簡単

なものであれ，ともかくも分業関係の中での生産が行なわれているかぎり，こ

れらの機能は蔚芽的なものとして，未分離の状態で一般的な労働過程の中にふ

くみこまれていたのである。

いずれにせよ，多数の人間四協働白中 C行なわれる労働は，そり ζとによっ

て，それ特有の教育・訓練を必要とする白である。そしてこの教育・訓練の機

能それ自身も，もとはといえば，作業過程り中に埋没していとなまれていたも

のが，しだいに分離されて独自に社会的分業の一環を形成するにし、たったもの

色考えなければならない。

経済が本質的にも教育に依存するというのは，けっき土<.教育が労働力の

生産に不可欠の過程だという点にある。教育が経済の手段であるというのもこ

の意味においてである。

教育と経済とのこの本質的な結びつきが，近年とみに強まって来ていること

14) W ミルズ，杉政孝訳『ホワイ卜・カラー~ 1957年， 54へージ。
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これらの点をはっきりさせたうえで，つぎに，教育と経済との関係を，もう

一度，総体的かつ具体的に見てみることにしよう己

ただし，資本主義社会にあっては，経済は個々の商品生産者あるい陥商品所

有者を通じて営まれるから，教育と経済の関係ふそれぞれが1個の総体であ

るとしてとらえられた次元での関係と，個々の主体の行為の集ま担 ιじてとら

えられた次元での関係とを区別して見ていく必要がある。一こうL--:C:，全体の関

係を見取図にすると第z図のようになる。

(JU) . 

(含社会による支出〉 (省社会的えJ上事)

第 2 図

1) . Iの場面において，人口の一定部分が，教育を通じて特定の質をもった

労働力に変換される。(一般教育・専門教育・職業教育の関係旬問題などロ〕

2) 1における教育活動には，それに応じて一定の資源が必要であれそれ

の提供が E→Iである。社会的資源配分句問題としては，他の社会的費用
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項目との関係が問題となり，他面，この資源配分は教育の供給水準を決定す

る。

め この過程を個々の経済主体の立場から見るならば m→ Iであり，教

育への需要と教育費負担の問題が出てくる。ふつうの商品のばあいは，それ

の購入者のみがそれの使用価値を享受しうるのだが，教育サービスのばあい

は，そのサーピスの購入者以外にたいしても広く公共的使益をおよぼすとい

う性質もあって，教育費の私的負担のみならず公的負担が問題になるのであ

る。これらから教育への一定水準の需要が生じる。一般に教育の質(種類・水

準など〉と教育費用との聞には関連がある。

4) 教育を身につけた人材，一定の質を与えられた労働力が， いかなる産

業・いかなる企業.，、かな石職業にはいりこみ，どれだけの賃金を獲得する

か，が決まるのが I→N の過程，つまり労働力の販売遇程である。受けた

教育の質との聞の相関関係が問題になる。

5) 1→V は， これを全社会的に見るとともに，分配の前提としての生産

に視点を移したもので，ここでは，特定の質をもった労働力が特定の生産部

門へ配置され，生産要素として機能する。 Nでは労働力の使用価値が重要で，

ここに提供される労働力群(あるいは皿anpower.human民間urc曲)と産業構

造ならびに労働過程の性格との質的・量的な照応関係が問題になる o

6) ところで， m→Iに I→Nが接続することが確認されるや， NはN→
E の過程を経て E→ Iにはね返る。 E→ Iはたんなる費用の支出という

性格から投資としづ性格に移行することが可能になる。生涯賃金・所得の安

定性の見込みが教育需安に結びつく。他方，現実の所得水準もまた教育費文

出を左右する。

7) 1→Wで高い教育が高い所得をもたらすとL、うことを裏返せば， 1→V 

で高度な質の労働力 (hightalent rnanpowcr)が， 般的には高い生産性をあ

らわすということである。かくて，ここでも認識の上では V→ I→E の逆

行過程が形成され，生産性と教育への資源配分とがリンクきれる。投資観点
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の成立である。他方，この資源配分は，社会の総生産高によって現実的に規

定されている。

自〕 個人レベノレ・社会νへノレの双方で教育投資の思想が支配的になるとき，

学校経営にもまた効率の原理を導入することを強く要求し，これを他。商品

生産企業と同様に扱おうとする視角が成立する(狭義の教育産業論，教育財政学，

学校経営学など〕。

め さらに，これらの再生産過程の内容を意識的に方向づけようとするとき，

教育計画が要請されてくる。

おそらし 「教育の経済学Jの名のもとに論じられる諸問題は，そのほとん

どすべてが，以上の中につくされているはずである。

111 I教育の経済学」の性格

つぎに I教育の経済学」の性格を見ると，まず何よりもその歴史性をあげ

なければならない。もちろん，経済学そのもの，あるいはいっぱんに社会に関

する諸科学それ自体が，すでにして歴史性を帯びている o それらは，近代市民

社会の成立と結びついて生まれて来た学問である。 I教育の経済学」は，それ

らのなかでもさらに新しい学問であるとともに，その新しさの意味は他の社会

諸科学のばあいとは異なっている。なぜなら，他の社会諸科学の誕生が一定白

社会関係の発生と街接な関連をもっ Eいるのにたいし I教育D経済学」の学

問としての誕生は，むしろ，直接には，一定。技術的性格をもった生産力段階

と結びつけて考えられなければならなし、からである。市場の外延的拡大を主導

力とする経済発展の時代が終り，研究開発・技術革新が経済発展の主役の座を

占めるようになりたとき，すでに見たように，経済のなかに占める教育の比重

が飛躍的に高まり，そのことが教育への需要の急増をもたらすことになる。経

済と教育との関係がひじように密接なものとな勺てくる。こうして教育の

経済学」は，対象それ自体が新たに現実のなかで具体的に生成されて来たため
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に生じた学問である。この点で，これは，研究の進化・発展が，これまでも存

在はしていたが未知であった局面を研究対象のなかに引きこんだ生物物理学の

ばあいとは，異なョている，と言わねばならぬ。

性格の第2に移ろう o しかし，生成されて来た対象は，これまで存在して来

た経済学の対象・教育学の対象とや'J'b"異質なものである，というのでもない。

「教育の経済学」が対象とする問題群を前節のように整理するかぎり，そこ己

扱われる諸問題は，j-べてこれまでの経済学の手法で解きうるものである。も

ちろんある問題を具体的に認識するにあたって具体的な教育過程についての理

解が前提されることはあるにしても，教育学の研究方法を要求されることも，

『教育の経済学」に特有の新たな方法が開発される必要もない。

対象それ自身者ど見ても〔第2岡参照)， 1は経営学の個別的な適用領域であり，

E→r， ill→Iは他の商品のばあいの需要・供給の問題と基本的には同列に扱

うことが可能であり， 1→Vの大部分は成長理論または再生産論・蓄積論に，

I→Vの1部と I→N は労働経済論の中へとそれぞれ分解して包撰されうる

ものである。こうして I教育の経済学Jは，教育学の1分科ではなくして，

全面的に経済学に属するものである。

つぎに，そうであるとすれば，つまり I教育の経済学」で扱われている諸

問題がこのようk分解されて既存の経済学の各分科の中に包摂されてしまいう

るとすれば，経済学の1分科として「教育の経済学Jが成立しうる根拠ならび

に積極的な必要はどこにあるのだろうか。 1個の現実の経済システムを分析す

るさいには，価値的なものの循療の側面と並んで，使用価値的な側面を見るこ

とが必要であるが，その意味で I教育の経済学」も，あたかも農業経済学な

どのように，特定の素材，つまり教育サービスをめぐる産業論として，経済学

の1分科を構成しうると考えることは，必らずしも不都合ではなし、。そして，

このことは，経済ケステムのなかでの教育の位置の理論的・現実的な重要性に

規定されているのであるけれrも，他商では.との「教育の経済学」という形

に集約された研究成果が，教育計画の立案というまさに実践的な課題にそのま
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ま応えうるものであることによって，積極的に要求されていることでもある。

ここに i教育の経済学」の性格の第2として，その強い実践的な性格を見て

とることカミできる。

当然のことながら，実践というものはつねに一定の立場，特定の価値基準と

分ちがたく結びついている。それでは i教育の経済学」のもつ実践的性格は，

いかなる立場と結びつきうるものなのだろうか。 ζれには，複数の可能性を考

えることができる。この点を，いま少し詳しく見ることにしよう。

さきに，第2節で「教育の経済学」にふくまれる諸問題を整理したが，その

整理の仕方は，たしかに，現在におけるじっさいの教育と経済の関係，ならび

に現在における「教育の経済学」内部での問題意識の状況からすれば正しいわ

けだが，本来的に考えれば，じつは重要な問題をわざと切り捨てるととになっ

ている。

もとも左，教育は，生物的個体としての人聞を社会的個体としてのそれに作

り変えることである。社会的個体としての人閣は多面的な機能を果たしうるも

のとされているが，とりわけ生産的機能はその中でも中心をなすとともに大き

な部分を占めている。この生産的機能を果たしう毛能力を概念的にとらえて労

働力と呼べば，教育の主要な役割は，労働力の生産にある，というふうにも言

うことができる。だが，社会的個体としての人間に生産的以外の機能を認める

かぎり，教育にも労働力の生産と並んでそれ以外の役割をも承認せざるをえま

い。もちろん，教育のこれら 2つの役割は，つねに別個の相互に独立した教育

過程の中に現われるのでもなければ，そうかとい勺て，またつねに同ーの教育

過程に現われるのでもない。あるときは独立した過程で，あるときは同ーの過

程のなかで相互のウェイトを異にしながら現われてくる。こうして，教育が労

働力の生虚という機能を指標として 2つの部分に分けて考一えられる ζ とができ

ると「れば， さきに示した第1図は，書き改められなければなるまい。教育が

経済の手段となるときは， そのうちり特定の質をもったある部分だけが関係す

ることが示される必要があるからだ。
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他面で，経済が教育の手段となるばあいにも，経済が全面的むそうなるので

はない。ただそのごくかぎられた一部分だけが教育にとっての手段となる。こ

の点からも第1図の書き

改めは必要となる。以上

2つの点をいれて第1図

を修正したものが第3図

である。教育と経済との

目的・手段関係がヨリ具

体的に示されることにな

る。ただ， ζ こで，教育
第 3 図

の一部が経済の手段となる，あるいは経済白一部が教育の手段となる，とおな

じように言っても，その意味内容にはかなりのちがいがあることに注意せねば

ならぬ。

教育が経済に左つての手段正なるばあいは，教育から見れば，なんどもいう

ように，その労働力の生産という機能においてのみ，つまりある一定の質，一

定の側面においてのみそうなるのであるのにたいし，経済が教育にとっての手

段となるばあいは，経済から見れば，たんにその量的な一部を教育のために割

き与えるにすぎないのである。経済学の言葉でいえば，この一部ほ代替的な用

途をもつものということになる。経済が他の何ものかにとっての手段となるの

は，いっぱんにこうした形においてである。

教育と経済とが相互に目的たり手段たる関係におけるいまひとつのちがし、は，

教育が経済にとっての手段であるばあいには，経済を全体としてその目的とせ

ざるをえないのにたいして，経済が教育にとっての手段であるばあいには，か

ならずしも教育の全体をその目的とする必要はなく，分離できるかぎりにおい

て，たとえば労働力育成の部分自みをそれの目的とすることが可能であるとい

う，長である。

教育と経済との乙うした関係りなかでは，教育における労働力育成の側面の
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方がそれ以外の側面よりも，経済を自己の手段とすることにおいてヨリ容易で

あることはたやすく理解されよう'"。事実もまたそうである。日本の教育政策

における 1つの転換を示したかに見えた1962年度の『教育白書』は，経済にた

いする教育の貢献を説いて，教育への資源配分の増加を求めるものであった

が1の， それは教育が経済に示した1つの賜態にすぎなかった。しかし「産業社

会の安請」は，もっと厳しく，経済へり教育の全面的な奉仕を要求する。

こうした観点から第2図を見なおすとき r教育の経済学」がとり扱う諸問

題の関連を示したこ0図において r教育」というのは，全面的にとりあげら

れた教育ではなし労働力を生産するかぎりでの教育，そしてそのことを通ヒ

て生産と分配に影響をおよぼすかぎりでの教育にすぎないことが浮かびあがっ

てくる。いしJかえわぼ r教育の経済学Jの本来の視野の中には，教育の労働

力育成以外の面ははいって来ないのである問。

事実としてそうであるだけではない。そもそも「教育の経済学」それ自体が，

教育と経済との相互作用の深化という事実に触発されて成立したものであった。

してみれば，労働力育成以外の教育の側面は，たんに経済にとっての需要を構

成するだけのことであるから，何もこと新しくこの新しい学問によって分析す

る必要はないわけである。たとえ，この側面を経済学的に分析する必要がある

にしても，それは他の文化的な生活諸領域が経済にとっての需要を提供するの

とまったく同列にとり扱うべきものであって，教育だけを特別に扱うべき理由

はない。

だから r教育の経済学」をi宿ゐ泳三島市在全砕構造をもつものとして理解

するかぎり，そこで認識の対象となる教育は，労働力の生産に役立つかぎりで

の，したがってそれ以外のH的性を排除されているかぎりでの教育にすぎない

ということにならざるをえない。他方，経済は，手段としては部分的にとり扱

15) この点は，厳密にいえば論証が必要である。
16) 文部省『日本申成長と教育教育の展開と経済の発達一J1962年11月.
17) つぎの書物は，むしろそのことを研究の自宜的な出発点としている。北海道大学教育経済研究
会編『経済と教育ー教育経済研究目序説 』東洋館出版社.1964年.



42 (1l6) 第107巻第2.3号

われるにすぎないが，目的としては全面的にはいりこんでいる。

教育が r教育の経済学Jの中では，全面的に立ち現われることはないとい

うこと このことは，教育にとっては致命的である。なぜかといえば，教育

は1個の統一的人格としての人間にかかわるものであるだけに，労働力育成の

側面とそり他。諸側面とにわけて目的を定立することはできない。そこにおい

て実現さるべきものは，複数の価値ではなし単一の価値である。したがっ-C，

「教育の経済学」りなかで教育が労働力。育成というただその 1つの側面にお

いてのみ現われるということは，と bもなおさず，目的としての教育が失なわ

れて，手段としての教育だけが霊場していると左を意味する。

それゆえ，自己のこの存在構造についての向覚を欠いた「教育の経済学」ば，

必然的に，経済を目的，教育をそれへの手段としてとり扱うことにならざるを

得ない。経済の領域が自立的な目的の領域として現われ r教育の経済学j は

それへ奉仕するものとなる。このことは，資本主義・社会主義のいずれの体制

のばあいにも言いうることだが，とくに社会の分裂をその本質とする資本制の

もとにあっては，資本への奉仕を意味する。こうした認識態度が浸透してくる

と，現実にも，教育を経済の手段とのみ見なすことによって，教育の目的性を

破壊する傾向を生じさせる。はじめに， rw教育の経済学』が成立して，教育と
経済とのつながりが経済の側から自覚されることによって，新たな危機が教育

の側に生じて来ている」と述べたのは，じつはこのことを指していたのである。

かくて，一般的にいえば i教育の経済学」は，経済の領域を，教育の，し

たがってまた直接に人間的な生活の領域の上位におく価値的態度ときわめて容

易に結ひっくものである。これが「教育の経済学」の実践的性格の 1つの可能

的な側面である。と同時に，それはきわめて蓋然性の高い側面である。

けれども，認識というものは，つねに双刃の拐である。 i教育の経済学」が

そこでとり扱う教育から労働力育成以外の目的部分を排除していることを明確

に認識し，そしてそのことをたんに1つの方法上の段階的な手続きの 階梯と

見なすならば i教育の経済学」で得られた認識を，教育の全体的な価値実現
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のために利用する方法が新たに聞けてくることになるはずである問。 この点に，

「教育の経済学」の実践的性格の第2の可能的な側面を見いだすことができ

るへだが，この側面は意識的な努力を必要とする。

むすび

おわりに I教育の経済学」出現の経済学史的な恵味について簡単にふれて

おこう。いっぱんに，経済(学〉において人間が登場するばあいには，その人

間は主体としての人間である。抽象的には「経済人J， 具体的には， 資本家・

労働者・商人・農民・消費者など。人間という概念それ自体がすでに主休怪を

その属性と Lて含意していると左を考えれば，とのこ Eは，ある意味では当然

で£る。もっとも.このうち労働者について見るならば，事情はちょっと複雑

である。

マルクスの経済理論においては，労働者は労働カという商品の所有者として

は自由な主体として市場に登場して〈るのだが，ひとたびその労働力を資本家

に売り渡してしまうならば，いまや労働者は他人に引き渡されたその労働力の

付属物として，もっとも本質的な活動力を奪われた，文字通りの“附抜け"と

Lてその姿を現わす。かれは労働力の販売によって得た貨幣でもって生活手段

を買い入れるさいもう一度その主体性をとり返すのだが，いずれにしても，労

働力を売らざるをえないというそのことにおいて，すでに労働者を完全な意味

18) ここの釘述では，教育の領域と臨習の領壊とが二元的に対立するか自ごとてになっているが，
経済はもともと手段価値の領域に属すべきものであり，両者は対等の対立関時ではない。と4まい
いながら，罪情は誼育にたいして白み手段であるわけではなし経済から且れば目教育も人目年主
活のたんなる 1領域として多〈の可能的な諸目的の一つにすぎないa したがって，教育と経済と
の関慌だけをとりだして〈ると，経済は抽象的に人間生活一般を豊かにするものという一般性を
もって現われ，普遍的な目的を代表する立場に立つDにたいし，教育は特殊主の立場に追いやら
れてしまう。けつきましいかなる価値宣E択を行なうかは，人間生活の全領域を相互に比較する
ことによってはじめて可能となるものであって，教育と経請とだけを対立させて見てもはじまら
ない【
19) 基動的な作業としては1 現実の経済と教育との関係，またはある教育政策において，経済的価値. . . . . 
と教育的価値とがどのような関わり合L、かたをLているか，またそのさい客観的にはどのような
価値選択が行なわれていることになるのかを，はっきり示すことが必要になる。ただ，この点に
なると z と伯方面白研究者には経済学の知識に加えて教育学の前離も必要とされあことになろう.
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における経済主体とするわけにはし、かないのである。

しかし，このように言っても，初期マルクス流に見れば，少なくとも生産の

外では，かれはまだ自分を人間的であると感じることができる段階があったは

ずである。資本主義は，労働力の商品化の上に成り立つ体制である。そのさい，

初期の資本にとっては，労働力はそれ自体としても，また使用価値とし ζのそ

り質も，ともに自然に存在するものであるほかはなかった。これを裏返して労

働者の側から見るならば，かれはまず人間であり，のちに人間でなくなる。こ

の推移を媒介するものが労働力の商品化である。

ところが I教育の経済学」が出現して〈る段階では，労働者の非主休化は

一段と進士ぎるをえない。なぜなら，この段階では，労働力は商品化される前

にすでに商品として生産されていなければならなし、からだ。 人的資源! マン

パワー! 人的資本! 資本は労働力の消費過程をわがものとしているだけで

はなし特定の使用価値としての労働力の生産過程をも自己の支配下におさめ

つつあることを意味する。資本主義の初期が自然に存在する労働力を“採集"

する段階であったとするならば， いまは， それを組織的に“cultivate"する

段階である。

経済学がこれまで直接に考察の対象としてきたものは，物質の社会的再生産

過程であった。しかし，いまや人聞の再生産過程もが社会的再生産過程として

営まれはじめるようになって来た却則。「教育の経済学」は，まさ Lくこの事態

を反映している。とすれば，それはまだ展開の余地を残しているものと言うべ

きであろう。 (1971. 1. 1l.) 

20) 資本主義の段階規定を，原論四次元では，この視角から試みる必要があろう。
21) このことは，資本制。もとにあっては，資本がいよいよ深く苦働を自己の主配下にとり入れる
ことを意味している。 しかし，それによって，資本対労働の対立。場も，物質的生産の場から人
間生産の場，教育白場へE広がることになる。ただ対立の形簡は異なったものにならざるをえな
い.教育界における近年の対立・紛争も，この視角から整理する必要がある。芝田進午平川俊
彦「大学白現状と展望Jr経済評論.!l1965年11月 ~6併p2月，はこうした試みの l つであったロ


